
©2015 Yamada & Partners All rights reserved. 内容につきましては、「平成28年度税制改正大綱」(平成27年12月16日与党公表)に基づき、情報の提供を目的として、一般的な概要をまとめたものです。そのため、今後国会に提出
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（※1）期末資本金額1億円以下の中小法人等（期末資本金額5億円以上の法人の完全子法人等を除く）、更生手続開始の決定等の一定の事実が生じた法人、
新設法人の設立日から同日以後7年を経過する日までの事業年度等は、繰越控除限度額が100％のまま改正なし。

（※2）その事業年度の欠損金の繰越控除前の所得金額をいう。
（※3）その事業年度に発生した欠損金について適用する。例えば、改正案において、H30.3期発生欠損金は9年となり、H31.3期発生欠損金は10年となる。
（※4）欠損金の繰越控除制度適用に係る帳簿書類の保存要件における保存期間、更正の期間制限、更正の請求期間も平成30年度分から10年となる。

平成２８年度 税制改正解説
法人税～欠損金繰越控除限度額と繰越期間の延長時期の見直し

１．改正の概要

２．実務上の留意点

速 報

• 平成27年度税制改正における欠損金の繰越控除限度額の見直しに伴う企業経営への影響を平準化及び法人実効税率の更なる引下
げに備えた財源確保を目的として、次の改正がされます。
①欠損金の繰越控除限度割合を次のように段階的な引下げを行います。
「平成28年4月～平成29年3月開始事業年度分： 65％ → 60％」 「平成29年4月～平成30年3月開始事業年度分： 50％ → 55％」
②欠損金の繰越期間を「9年」から「10年」に延長する施行時期：「平成29年4月以後」→「平成30年4月以後」の開始事業年度発生分

• 控除限度額の引下げペースの変更により、繰越欠損金を有する法人の事業計画（利益計画）に影響があることから、既に計上されてい
る繰延税金資産及び繰延税金負債の増減の再検討や将来計画に基づく企業価値算定（ＤＣＦ法等）に留意が必要である。

事業年度開始日
平成27年4月1日～
平成28年3月31日

平成28年4月1日～
平成29年3月31日

平成29年4月1日～
平成30年3月31日

平成30年4月1日以後

欠損金の
繰越控除限度額

中小法人等
（※1）

所得金額（※2）

改正前 所得金額（※2）×65% 所得金額（※2）×50%

改正案 所得金額（※2）×65% 所得金額（※2）×60% 所得金額（※2）×55% 所得金額（※2）×50%

欠損金の
繰越期間

改正前 9年（※3,4） 10年（※3,4）

改正案 9年（※3,4） 10年（※3,4）


